
令和 3 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金 
（医薬品・医療機器等レギュラトリーサイエンス政策研究事業） 
公開シンポジウム「地域における効果的な薬剤師確保の取組に関する調査研究」 

後援：日本医療薬学会、日本薬学教育学会、日本病院薬剤師会、日本薬剤師会 
日時：令和 4 年 2 月 27 日（日）13 時～16 時  

会場：ステーションカンファレンス東京（東京都千代田区丸の内 1-7-12 サピアタワー5F） 
Web 会場 

参加費：無料 

プログラム 

＜座長：豊見 敦（日本薬剤師会）＞ 
13:00 趣旨説明 

帝京大学薬学部 安原眞人 

13:10 薬剤師の地域偏在に対する日本薬剤師会の取組 
日本薬剤師会副会長 安部好弘 

＜座長：桒原 健（大阪医科薬科大学）＞ 
13:30 日本病院薬剤師会の取組 

日本病院薬剤師会専務理事 和泉啓司郎 

13:50 自治体病院における薬剤師の地域偏在～薬剤管理実態調査結果より～ 
全国自治体病院協議会薬剤師部会長  
神戸市立医療センター中央市民病院薬剤部長 室井延之 

＜座長：長谷川 洋一（名城大学）＞ 
14:10 和歌山県立医科大学における薬学部設置と入学試験地域枠の導入 

和歌山県立医科大学薬学部長 太田 茂 

14:30 薬科大学・薬学部および薬学 5 年・6 年生に対するアンケート調査結果 
帝京大学薬学部 安藤崇仁 

＜座長：崔 吉道（金沢大学病院）＞ 
14:50 特別講演：最近の薬剤師関連の動向について 

厚生労働省医薬・生活衛生局総務課 国際医薬審査情報分析官 磯﨑正季子 

＜座長：中村 明弘（昭和大学）＞ 
15:30 総合討論（30 分） 
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令和 3 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金 
（医薬品・医療機器等レギュラトリーサイエンス政策研究事業） 
地域における効果的な薬剤師確保の取組に関する調査研究 

研究代表者：安原 眞人（帝京大学薬学部） 
研究協力者：安藤 崇仁（帝京大学薬学部） 

桒原 健 （大阪医科薬科大学薬学部） 
崔 吉道 （金沢大学病院薬剤部） 
豊見 敦 （日本薬剤師会） 
長谷川洋一（名城大学薬学部） 
中村 明弘（昭和大学薬学部） 
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1

令和3年度厚⽣労働⾏政推進調査事業費補助⾦
（医薬品・医療機器等レギュラトリーサイエンス政策研究事業）

公開シンポジウム

地域における効果的な薬剤師
確保の取組に関する調査研究

帝京⼤学薬学部
安原 眞⼈

2022年2⽉27⽇（⽇）
ステーションカンファレンス東京/ Web会場

令和３〜４年度厚⽣労働⾏政推進調査事業費補助⾦
（医薬品・医療機器等レギュラトリーサイエンス政策研究事業）

地域における効果的な薬剤師
確保の取組に関する調査研究
研究代表者 安原 眞⼈（帝京⼤学）
研究協⼒者 安藤 崇仁（帝京⼤学）

桒原 健 （⼤阪医科薬科⼤学）
崔 吉道（⾦沢⼤学病院）
豊⾒ 敦 （⽇本薬剤師会）
中村 明弘（昭和⼤学）
⻑⾕川洋⼀（名城⼤学）
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（薬剤師確保）
全国の薬剤師総数に基づき薬剤師の養成数を考えるとともに、薬剤師

の従事先には業態の偏在や地域偏在があり、偏在を解消するための薬剤
師確保の取組が必要である。特に病院薬剤師の確保は喫緊の課題である。
医療計画における医療従事者の確保の取組、地域医療介護総合確保基⾦
の活⽤や⾃治体の予算による就職説明会への参加、就業⽀援、復職⽀援、
奨学⾦の補助などの取組のほか、実務実習において学⽣の出⾝地で実習
を受けるふるさと実習の取組などが実施されているが、取組の実態を調
査するとともに、需要の地域差を踏まえ、これらの取組の更なる充実も
含め、地域の実情に応じた効果的な取組を検討すべきである。

⼤学は、⼤学が設置されている⾃治体及び周辺の⾃治体等における薬
剤師養成・確保についても、⾃治体とも連携のうえ取り組んでいく必要
がある。なお、薬剤師の卒業した⼤学や出⾝地については、令和２年の
医師・⻭科医師・薬剤師統計から届出事項としており、今後はこのよう
な情報の分析も可能であり、薬剤師確保のために活⽤すべきである。

薬剤師の養成及び資質向上等に関する検討会 とりまとめ
（令和3年6⽉30⽇）

<研究の背景>

令和３〜４年度厚⽣労働⾏政推進調査事業費補助⾦
（医薬品・医療機器等レギュラトリーサイエンス政策研究事業）

地域における効果的な薬剤師
確保の取組に関する調査研究

<⽬的>

薬剤師確保のための⾏政機関、⼤学、関係団体
の対応の現状を把握するとともに、魅⼒ある薬
剤師のキャリア形成プログラムの検討等をとお
して、効果的な薬剤師確保に資する⽅策を提⾔
する。
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<⽅法>

• 大学アンケート
薬科大学・薬学部74校に実務実習の実施状況、卒業
生の進路、求人状況、就職支援策等の調査票送付

⇒ 65校より回答

• 薬学5・6年生Webアンケート
74校の学長・学部長宛に学生Webアンケートへの協力
依頼送付。調査に同意した5・6年生が就活状況、奨学
金利用、地域偏在や病院薬剤師不足に対する認識等
の質問にWeb回答 ⇒ 2,302人の有効回答

• 公開シンポジウム

<プログラム>

１．趣旨説明（10分）
帝京⼤学薬学部 安原眞⼈

２．薬剤師の地域偏在に対する⽇本薬剤師会の取組（20分）
⽇本薬剤師会副会⻑ 安部好弘

３．⽇本病院薬剤師会の取組（20分）
⽇本病院薬剤師会専務理事 和泉啓司郎

４．⾃治体病院における薬剤師の地域偏在〜薬剤管理実態調査結果より〜（20分）
全国⾃治体病院協議会薬剤師部会⻑
神⼾市⽴医療センター中央市⺠病院薬剤部⻑ 室井延之

５．和歌⼭県⽴医科⼤学における薬学部設置と⼊学試験地域枠の導⼊（20分）
和歌⼭県⽴医科⼤学薬学部⻑ 太⽥茂

６．薬科⼤学・薬学部および薬学5年・6年⽣に対するアンケート調査結果（20分）
帝京⼤学薬学部 安藤崇仁

７．特別講演：最近の薬剤師関連の動向について（40分）
厚⽣労働省医薬・⽣活衛⽣局総務課国際医薬審査情報分析官 磯﨑正季⼦

８．総合討論（30分）

公開シンポジウム「地域における効果的な薬剤師確保の取組に関する調査研究」
後援：⽇本医療薬学会、⽇本薬学教育学会、⽇本病院薬剤師会、⽇本薬剤師会
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５義務付け・枠付けの⾒直し等
【厚⽣労働省】
（35）薬剤師法（昭 35 法 146）
離島等の診療所において、荒天等により医師及び薬剤師が
渡航できないことにより不在となる場合において、当該診
療所に従事する医師が患者に対して遠隔でオンライン診療
を⾏った場合の調剤については、当該医師⼜は薬剤師が、
映像及び⾳声の送受信による⽅法で、当該診療所の看護師
⼜は准看護師が⾏うPTP シート等で包装されたままの医薬
品の取り揃えの状況等を確認することで、当該医薬品の提
供を可能とすることの考え⽅や条件等について検討し、令
和３年度中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置
を講ずる。

令和３年の地⽅からの提案等に関する対応⽅針
令和３年 12 月 21 日

閣 議 決 定
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偏在解消に向けた課題
• 医療計画における医療従事者の確保
• 地域医療介護総合確保基⾦の活⽤
• 薬剤師の待遇改善（給与、勤務時間、夜勤）
• 業務改⾰（ICT、ロボット、⾮薬剤師の活⽤）
• 就業⽀援、復職⽀援
• 求⼈情報の整備
• 奨学⾦補助
• 実務実習のあり⽅
• ⼊学選抜における地域枠
• 薬剤師のキャリア形成プログラム

http://www.scj.go.jp/ja/info/kohyo/pdf/kohyo‐24‐t296‐2.pdf

提言の内容

（１）地域医療への能動的関与

（２）薬学的管理に必要な患者情報の確保

（３）卒前教育と卒後教育の調和

（４）領域別認定・専門薬剤師制度の改革

（５）薬剤師レジデント制度の整備
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薬学部6年制教育

薬剤師レジデント

認定薬剤師
・研修単位 ・認定試験

領域別認定・
専門薬剤師

・カリキュラムに沿った研修
・専門領域の症例
・認定試験
・研究実績（専門薬剤師） 大学院博士課程

学位（博士）

・臨床/基盤研究
・論文執筆

生涯研鑽

質の高い薬物治療の提供と国民の健康増進に寄与する

薬剤師職能と⽣涯研鑽（⽇本学術会議 提⾔、令和2年9⽉4⽇）

薬学部6年制教育

薬剤師レジデント

認定薬剤師
・研修単位 ・認定試験

領域別認定・
専門薬剤師

・カリキュラムに沿った研修
・専門領域の症例
・認定試験
・研究実績（専門薬剤師） 大学院博士課程

学位（博士）

・臨床/基盤研究
・論文執筆

生涯研鑽

全国遍く質の高い薬物治療の提供と国民の健康増進に寄与する

行政・自治体 大学 医療機関 薬局
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©Japan Pharmaceutical Association All Rights Reserved
1

令和４年２月27日

公益社団法人 日本薬剤師会

副会長 安部好弘

薬剤師の地域偏在に対する

日本薬剤師会の取り組み

本演題につき開示すべきCOIはありません

地域における効果的な薬剤師確保の取り組みに関する調査研究・公開シンポジウム

©Japan Pharmaceutical Association All Rights Reserved
2

本日の論点
薬剤師の養成および資質向上等に関する検討会

 薬剤師の確保・養成

 薬局薬剤師の就労

 病院薬剤師不足・偏在
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©Japan Pharmaceutical Association All Rights Reserved
3

薬剤師の確保・養成

©Japan Pharmaceutical Association All Rights Reserved
4

○ 需要は、院外処方箋の発行の伸びや高齢化の進展により、おおむね今後10年間
は増加するが、それ以降は人口減少の影響を受ける。供給は、薬剤師の養成人数が
変わらなければ、毎年一定数増加する。
○ 需給予測としては、今後の業務変化も大きく影響を与える要因となり、業務の
充実と効率化の両方の要因があり得る。変動要因を考慮すると、当面は需要と供給
は同程度で推移することになるが、将来的には業務の充実により需要が増えると仮
定したとしても、供給数が上回ることが予想される。

第８回薬剤師の養成及び資質向上等に関する検討会資料より作成

薬剤師の需給推計について薬剤師の需給推計について
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©Japan Pharmaceutical Association All Rights Reserved
6

人口あたりの薬剤師数（OECD）

出典：OECD/2021, 図表でみる医療2021：日本, 
https://www.oecd.org/health/health‐systems/Health‐at‐a‐Glance‐2021‐How‐does‐Japan‐compare.pdf
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⼊学定員総数の適正化
６年制薬学部・薬科⼤学は、令和2年度で、既に77校、定員で11,602⼈に達し
ているが、薬剤師国家試験合格率が50％に満たない⼤学もあること、またそうした⼤
学では過半の薬学⽣が薬剤師になれない事実が⽰されている。学部新設に際して、
私⽴⼤学にも助成⾦が交付されている現状に鑑み、薬学教育の質を確保し、国費
を有効に活⽤する観点から、⽂科省においては、薬学部・薬科⼤学の新設抑制、定
員総数管理や⼊学・教育課程・卒業に関する合理的な基準を設定するなどの仕組
みを取り⼊れるべきである。

薬学部数⼊学定員
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S58〜H14
46学部（⼊学定員7,725〜8,200⼈）

H15〜H20の6年間に
28学部が新設

S24（新制⼤学発⾜）
19学部（⼊学定員1,565⼈）

R2

R2現在︓77学部（⼊学定員13,050⼈）
（6年制11,602⼈、4年制1,448⼈）

薬学部（学科）数及び⼊学定員の推移

旧4年制⼊学定員

6年制⼊学定員

4年制⼊学定員

薬学部数

⽇本薬剤師会政策提⾔ 令和3年5⽉

©Japan Pharmaceutical Association All Rights Reserved
8

➀敷地内薬局の是正
②リフィル処⽅箋の着実・適切な推進

③電⼦処⽅箋の着実・適切な推進

④病院薬剤師に係る処遇改善
⑤薬学部の適切な⼊学定員の在り⽅

• 厚⽣労働省の検討会において、薬学部の⼊学定員の抑制も含めて適正な
定員規模などを早急に検討することが提⾔された。

• 薬学部の授業料等の負担の問題や、卒業者数および薬剤師国家試験に合
格できない薬学⽣が増加していることに対して社会的な指摘があり、こうした
現状に鑑み、薬学部の⼊学定員やカリキュラムの⾒直しを進め、教育の質の
向上を図る施策が必要。

⑥薬価改定における適切な対応

令和４年１月18日 自由民主党
薬剤師問題議員懇談会

⽇本薬剤師会における当⾯の主な懸念事項・課題
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医学部定員削減等の政策決定

昭和57年9月 「今後における行政改革の具
体化方策について」閣議決定

平成9年6月 「財政構造改革の推進につい
て」閣議決定

平成18年8月 総務・財務・文部科学・厚生労
働の各大臣による確認書
➡「新医師確保総合対策」不足県・暫定増員

令和元年 経済財政運営と改革の基本方針

閣議決定（医師偏在対策・医学部定員減）

歯学部定員
平成18年大臣確認書

薬学部定員に関する提言を政策決定

プロセスにステップアップすることが必須

 薬剤師の需給推計・結果検証
 厚労省・文部科学省の検討会

 薬剤師の地域・職域偏在対策
 需給等に応じた薬学部定員

©Japan Pharmaceutical Association All Rights Reserved
10

薬局薬剤師の就労
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（出典）医師、⻭科医師、薬剤師統計
※ 平成26年より病院・診療所それぞれの従事者数も調査している

薬剤師数の推移
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医薬品製造販
売業・製造業

その他
⼤学

医薬品販売業

11

25.3
26.8 27.7 28.0 28.8

30.1
31.1

24.1
23.0

21.7
20.6

19.4
17.7

16.2
15.114.3

○ H30年12⽉31⽇現在における届出薬剤師数は31.1万⼈、このうち薬局薬剤師数は18.0万⼈、医
療施設（病院・診療所）の薬剤師は6.0万⼈である。

（万⼈）

中医協 総－５
３ ． ７ ． １ ４
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処⽅箋発⾏枚数
（百万枚）

処⽅箋受取率（％）

※処⽅箋受取率（%） ＝ 処方箋枚数（薬局での受付回数）
医科診療（入院外）日数 医科投薬率＋歯科診療日数 歯科投薬率

× １００

処
⽅
箋
発
⾏
枚
数
︵
百
万
枚
︶

（出典）保険調剤の動向（⽇本薬剤師会）

令和２年度
処⽅箋受取率75.7％

（令和元年度薬局数60,171）

処方箋受取率の年次推移
○ 令和２年度の処方箋発行枚数は約7.3億枚で、処方箋受取率は75.7％。
○ 令和２年度の処方箋発行枚数は、令和元年度（処方箋発行枚数約8.2億枚）と比較して、新型コロナウイルス感染

拡大の影響により減少したと考えられる。（▲約11％）

処
⽅
箋
受
取
率
︵
％
︶

12
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第1回薬剤師の養成及び資質向上等に関する検討会資料より

©Japan Pharmaceutical Association All Rights Reserved
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薬剤師の人数の充足状況

 薬剤師の充足状況について、「足りている」が74.5％、「不足している」が24.0％。
 薬剤師が「不足している」と回答した227 薬局における、不足している薬剤師の人数

（常勤ベース）は平均1.1 人（中央値1.0）であった。
 薬剤師について「求人募集をしている」という薬局が37.3％（379 薬局）。

出典：日本薬剤師会 平成30年度調剤報酬改定に伴う影響調査（令和元年度調査）

薬剤師の人数の充足状況

不足している薬剤師の人数（常勤ベース）
（「不足している」と回答した薬局）

薬剤師の求人募集の状況

回答薬局数 平均値 標準偏差 中央値

227 1.1 0.6 1.0
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第1回資料より
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第1回薬剤師の養成及び資質向上等に関する検討会資料より
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休業・休職中または育児や介護に伴う時短勤務の薬剤師の有無と人数

 産前・産後休業、育児休業、介護休業、短時間勤務（時短）は13.3％。
 30代女性の常勤・非常勤の比率の変化と関連が大きいと考えられる。
 休職・時間短縮勤務からワークライフバランスに応じて復職しやすい仕組みや体制整備

も重要。

出典：日本薬剤師会 平成30年度調剤報酬改定に伴う影響調査（令和元年度調査）

休業・休職中の薬剤師数
（休業・休職中の薬剤師が「いる」と回答した薬局）

育児・介護に伴う時短勤務者数
（時短勤務者が「いる」と回答した薬局）

休業・休職中または育児や介護に伴う時短勤務の薬剤師の有無

©Japan Pharmaceutical Association All Rights Reserved
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2040年にむけて
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地域医薬品提供計画（仮称）の策定
地域包括ケアシステム、地域完結型医療を構築するために、各都道府県が、地域医
療計画に連動した「地域医薬品提供計画」の策定を⾏い、薬剤師・薬局が多職種と
連携して、その機能を⼗分発揮することで、地域住⺠の医薬品アクセスを確保し、安
全・安⼼な医薬品提供システムを確⽴する⽅策を構築するべきである。
地域医薬品提供計画（仮称）に盛り込むべき内容
①当該地域において求められる薬局等の有する機能（かかりつけ機能、健康サポート

機能、⾼度薬学管理機能など）とその地域における必要量の標準を推計
②休⽇・夜間時の対応を含め医療提供施設間の連携内容の明確化とその推進⽅策
③薬剤師・薬局等が不⾜している地域においては、薬局の整備や薬剤師の確保、
偏在等の解消に向けた財政⽀援を含む施策と体制の構築

④地域の課題、住⺠ニーズの把握を⾏い、地域住⺠への薬局機能等の周知や医薬
品を適切に使⽤するリテラシー向上のための⽅策

など

医薬分業の⽬標
処⽅箋発⾏・調剤応需体制の構築という概念を発展

日本薬剤師会の政策提言（令和3年5月）より
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20

患者・住⺠が使う医薬品の⼀元的管理と、受ける薬物治療の観察・管理患者・住⺠が使う医薬品の⼀元的管理と、受ける薬物治療の観察・管理

患者情報の
収集・蓄積
患者情報の
収集・蓄積

過不⾜ない
医薬品の供給体制
過不⾜ない

医薬品の供給体制
調剤・医薬品
使⽤情報

調剤・医薬品
使⽤情報

医薬品・
医薬品情報
医薬品・
医薬品情報

医療関係職種医療関係職種
相談受診

処
⽅
箋

医
薬
・
薬
薬
協
働

多
職
種
・
地
域
連
携

薬剤師サービスの提供薬剤師サービスの提供

調剤薬の提供調剤薬の提供 OTC薬の供給OTC薬の供給

評価＋分析評価＋分析

医療機関医療機関

消費者
患者
消費者
患者

健康不安健康不安

薬局薬局

地域・患者への適切な医療提供体制を⽀える薬局・薬剤師
国⺠皆保険、地域包括ケアシステムに貢献する薬局・薬剤師の実現

地域・患者への適切な医療提供体制を⽀える薬局・薬剤師
国⺠皆保険、地域包括ケアシステムに貢献する薬局・薬剤師の実現

将来⽬指すべき薬剤師・薬局の姿
（地域に貢献する薬剤師・薬局のビジョン）

将来⽬指すべき薬剤師・薬局の姿
（地域に貢献する薬剤師・薬局のビジョン）

日本薬剤師会の政策提言（令和3年5月）より

104

104



11

©Japan Pharmaceutical Association All Rights Reserved
21

日本の人口減少予測（地域ごと、総務省）

出典：第32次地方制度調査会第1回総会（平成30年7月5日） 資料「2040年の人口の動向について」

©Japan Pharmaceutical Association All Rights Reserved
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日本の人口減少予測（地域ごと、総務省）

出典：第32次地方制度調査会第1回総会（平成30年7月5日） 資料「2040年の人口の動向について」
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北海道薬剤師会事業

薬剤師バンク

©Japan Pharmaceutical Association All Rights Reserved
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東京都薬剤師会事業

地域薬局への薬学生就職対応事業

都内の⼤学薬学部・薬科⼤学の就職担当部署に対し、
東京都薬剤師会会員の地域薬局の求⼈情報を提供しています。

登録している薬局は東京都薬剤師会認定の基準薬局
（⼜は認定予定）であり、
かかりつけ薬剤師・薬局の３つの機能に取り組んでます。
１）服薬情報の⼀元的な把握とそれに基づく薬学的管理・指導
２）２４時間対応、在宅対応
３）医療機関を始めとする関係機関との連携

106
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病院薬剤師不足・偏在

©Japan Pharmaceutical Association All Rights Reserved
26

2020年3月 薬学教育協議会調査より

薬科大学・薬学部卒業者の就職動向分布

• 保険薬局 29.1％

• ドラッグストア・調剤部門 17.4％

• ドラッグストア・販売部門 1.0％

– 薬局 計 47.5％

• 病院・診療所薬剤部 19.7％

107
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薬学教育６年生過程
卒業生（令和3年3月）の就職先別初任給

（一社）薬学教育協議会「就職動向調査の集計報告」より作図
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出典：OECD/2021, 図表でみる医療2021：日本, 
https://www.oecd.org/health/health‐systems/Health‐at‐a‐Glance‐2021‐How‐does‐Japan‐compare.pdf

＊厚労省 第9回薬剤師の養成及び資質向上等に関する検討会（令和3年6月4日）資料より抜粋＊厚労省 第9回薬剤師の養成及び資質向上等に関する検討会（令和3年6月4日）資料より抜粋
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（単位：万円）

令和2年度
平均給与年（度）額＋賞与

平均給与年（度）額 賞与

一般病院

医療法人 524.7 444.3 80.4

国立 571.7 445.3 126.4

公立 593.6 457.6 136.0

一般診療所 687.1 666.0 21.1

保険薬局
管理薬剤師 721.5 645.9 75.6

薬剤師 473.6 416.4 57.2

厚生労働省 第23回医療経済実態調査（医療機関等調査）より作表

薬剤師の従事先別平均給与年度額及び賞与

※ 一般診療所は医療法人立、保険薬局は法人立を掲載
※ 常勤職員一人当たりの平均給与年（度）額

444.3 445.3 457.6

666.0 645.9

416.4

80.4
126.4 136.0

21.1 75.6
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300.0
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平均給与年（度）額
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➀敷地内薬局の是正
②リフィル処⽅箋の着実・適切な推進

③電⼦処⽅箋の着実・適切な推進

④病院薬剤師に係る処遇改善
• 医療機関におけるチーム医療が急速に進み、重要性が増している中で、病院薬剤師の

⼈員不⾜が問題となっている。
• 主な原因は病院薬剤師の給与体系（国家公務員の俸給表）が低く設定されている

ためと指摘されており、⼊院患者が安全で安⼼な医療を受けるためには、病院薬剤師
の処遇改善が必要。

• ⼀⽅、病院薬剤師の⼈員不⾜の⼀因として、薬局勤務の薬剤師が多いという指摘が
あるが、薬局においても地域偏在の問題があり、これが原因と⾔い切れない。

⑤薬学部の適切な⼊学定員の在り⽅

⑥薬価改定における適切な対応

令和４年１月18日 自由民主党
薬剤師問題議員懇談会

⽇本薬剤師会における当⾯の主な懸念事項・課題
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医療機関に勤務する薬剤師の人員確保について

検討会に提出した意見

 本検討会で指摘されている、病院に勤務する薬剤師の不足・偏在の
状況については、医療提供確保の観点から、医師・歯科医師・看護
師・かかりつけ薬剤師と同様に、その確保策を医療計画に位置付け
ることが必要。

 その上で、都道府県・地域医療計画において早期に地域の実情に応
じた病院薬剤師不足・偏在の解決につながる仕組みを検討するべき
である。

 その際、病院に勤務する薬剤師の確保に必要な仕組みの構築に関
し、地域医療介護総合確保基金を活用すべきである。

現状
国の医療計画・基本方針に記載がない

都道府県の地域医療計画で議論の遡上に載らない

110

110
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地域医療介護総合確保基金による

薬剤師就学資金貸与事業

薬剤師の確保を都道府県の

地域医療計画・基金事業計画の俎上に載せる！

©Japan Pharmaceutical Association All Rights Reserved
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地域医薬品提供計画の策定
薬剤師は、調剤、医薬品の供給その他薬事衛生をつかさどることによつて、公衆
衛生の向上及び増進に寄与し、もつて国民の健康な生活を確保するものとする。

34
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1

Japanese Society of Hospital Pharmacists (JSHP)

202２年 2月２７日（日）

日本病院薬剤師会の対応

一般社団法人 日本病院薬剤師会 和泉 啓司郎

2

本日の内容

 事業計画
 会員増加対策
 FPF（Future Pharmacist Forum）
 地方連絡協議会

・アンケートの結果
 奨学金、地域医療介護総合確保基金

112
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3

日本病院薬剤師会の対応

〇 H３１年度から事業計画に明記
（１）地域偏在の解消に向けて、病院薬剤師の人員不足に対する対

策を検討する。

〇 組織強化推進部で対応
①ホームページに職員募集情報を掲載
②薬学生への病院薬剤師を紹介する講演
③FPFで偏在対策についてシンポジウムを開催

→情報の共有、対策の提言

〇地方連絡協議会で議論
・都道府県病薬の状況や対策に関するアンケート実施
・情報の共有

新卒薬剤師に対する会員増加対策

• 組織強化推進部を中心に各都道府県病薬および中小病院委員会と連携して
薬科大学を訪問

• 学生および進路指導にあたる教員等を対象に、組織強化推進部で作成した
スライドおよびリーフレットを用いて病院薬剤師のやりがい・業務等につ
いて講演

• 講演を行った大学： 32 、聴講者数：3,477名。（令和元年度）

• 薬学生・転職者向けに病院薬剤師をアピールするため、リーフレット、ホ
ームページの改定

• 各都道府県病院薬剤師会が実施する就職説明会への助成

• 日病薬ホームページ求人情報の掲載事項、運用について検討と改定

4
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5

ホームページ（HP）の内容

病院薬剤師求人情報

病院薬剤師紹介パンフレット

6
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病院薬剤師紹介スライド（118枚）

ダウンロード可能です。ご自由にご利用下さい。
7

〇学生からよくある質問
・中小病院では病棟活動はできているの？？
・中小病院ってどんなところ

8

〇実際に勤務されている現職薬剤師の声
・「専門性の高い少数入院病床群の施設」
・「地域密着型、 少人数入院対応病院」
・薬剤部がコンパクトで入職当初より薬剤師が行う業務全般

に携わり活躍することができます。
・診療部、看護部と壁が薄く、チーム医療が行われている施

設が多くあります。
・診療科が少ないために医師が少なく、薬物治療に対して当

てにされる。能力を発揮できる機会が多い。

115

115



5

9

Future Pharmacist Forumの座談会での意見

１.大学の先生

・奨学金を借りている学生（50％程度）は、早く返したいと思っているので
保険薬局に就職する傾向がある。

・薬局、ドラッグストアーは内定後のサポートが厚い。
・奨学金返還免除を導入している施設がある。
・病院は採用の決定時期が遅い。併願がしにくい。
・就職先を決める要因：実務実習、大学の説明会。
・卒後の就職、短期間の勤務等の循環システムの構築が必要。
・分院等の勤務がある場合は、その先のフォローが必要。
・社会人大学院制を導入して、数年間若い薬剤師を地方勤務してもらう。
・就職の選択を学生に任せているので、もう少し病院の魅力をしっかり伝えら

れる教育も必要。

10

２.病院薬剤師

・ふるさと実習を積極的に実施するべき。
・中小病院を希望する学生、薬剤師がいるが探す手段がない。

→ 欠員がある病院が日病薬のHPに募集を掲載していない。
・色々対策を講じて、現在は奨学金（10万円/月）を支給して薬剤師を確保し

ている。（現在は20名）
・奨学金支給制度を導入していることの広報が難しい。
・返済期間働いた後は、異動してしまう。
・薬剤師の増員ができない部分は、アシスタント、SPD、機械化、ロボット化

を導入している。
・過疎地域等の病院では7割の病院では募集人数分を採用できていない。
・病棟業務を実施していない病院では、60％以上の施設で一人も採用できな

かった。

Future Pharmacist Forumの座談会での意見
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日病薬⇔都道府県病院薬剤師会との連携

•ブロック学術大会開催時に中小病院委員会
、療養病床委員会が各都道府県病薬の中小
病院、療養病床担当者連絡会議を開催（組
織強化推進部員も出席）

•病院薬剤師の充足状況も含めた各病院の状
況把握、要望等の意見交換を実施

11

地方連絡協議会での取り組み

・ふるさと実習の推奨

・行政を含めた薬剤師確保の活動内容紹介

・地域医療介護総合確保基金の紹介

・地方病薬独自の事例紹介（例：石川県）

・自治体病院の現状報告

・アンケートの実施
・行政主導の広報活動、活動内容、

・薬剤師確保の方法・機会

・その他
12
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地方連絡協議会での情報共有（事例紹介）

・石川県病薬は、県内の全ての会員施設の代表者で Director 
Seminarを開催し、各施設や地域の課題を共有するととも
に、施設間の連携や人事交流について検討を実施。

・また、石川県薬、石川県、北陸大学、金沢大学と連携して
石川県中高生薬剤師セミナーを開催し,裾野を広げる活動の
実施。

・赴任手当の支給（島根県の島の医療機関）

13

都道府県病薬へのアンケートの内容

質問事項

1）薬剤師確保への取組みの成果

2）ホームページ等における広報活動

3）日病薬ホームページの「施設紹介」の利用状況

4）大学への広報活動

5）薬剤師確保のための行政等への働きかけ

6）行政による薬剤師確保のための関与の有無

7）地域医療介護総合確保基金（医療分）を使用した解決策

8）行政による薬剤師確保の活動内容

9）行政主導の広報活動、活動内容

10）薬剤師確保への取組みの成果 14

1.薬剤師確保に対する取組状況
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２.医療連携体制への参画に向けた取組状況

質問事項

1）第７次医療計画と地域医療構想の概要の把握

2）薬剤師会との連携の状況

・薬剤師会と共同開催の研修会の開催状況

3）市民公開講座（お薬相談会等）の開催状況

15

アンケートの内容

16

40.4% 40.4%

19.1%

52.2%

45.7%

0.0%
0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

- - -

深刻化している 余り変わらない 改善傾向

2018 2019

61.7%

38.3%

74.5%

25.5%

73.9%

23.9%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

実施している 実施していない
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17
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18
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19
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17.4%

63.0%
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21
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薬剤師会との連携の状況 市民公開講座の開催状況

アンケートの結果６

22東北医科薬科⼤学ホームページより

都道府県 病院 薬局 各事業所の貸与金額

北海道地方 13 0 月額3万円〜20万円、返還助成

東北地方 24 11 月額5万円〜12万円、返還助成

関東地方 18 13 月額3万円〜20万円、年額100万円、返還助成

中部地方 13 6 月額5万円〜17万円、総額300万円、返還助成

近畿地方 3 6 月額6万円〜10万円、年額100万円、返還助成

中国地方 3 1 月額5万円〜8万円、一時金120万円、返還助成

四国地方 0 3 月額4万円〜8万円、年額120万円

九州地方 3 1 月額5万円〜10万円、返還不要、返還助成

合 計 77 41

122

122



12

23

都道府県病院薬剤師会会長への通知（令和４年１月１８日）

24

島根県の例
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25

北海道の例

まとめ

•今後も機会ある毎に学生に病院（特に中小病院等）
への就職を積極的に勧誘していく。

•中小病院を希望している学生、薬剤師は存在してい
るがマッチングができていない。

→ホームページの改修、利用の推進

•地域医療介護総合確保基金の有効活用

• 行政、薬剤師会と連携して対応

•継続して偏在解消に向けた取組み

26
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⾃治体病院における薬剤師の地域偏在
〜薬剤管理実態調査結果より〜

公益社団法⼈ 全国⾃治体病院協議会 薬剤部会会⻑
神⼾市⽴医療センター中央市⺠病院 薬剤部

神⼾市⽴神⼾アイセンター病院
室井 延之

公開シンポジウム「地域における効果的な薬剤師確保の取組に関する調査研究」
2022年2⽉27⽇
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全国⾃治体病院協議会 薬剤部会重点課題
地域での⾃治体病院の役割を再確認し、

その中での薬剤師業務の展開について考える

 薬剤業務の質向上への取り組み
病棟薬剤業務、薬剤師外来、⼊退院⽀援業務

 新規薬剤業務のアウトカム集積
 タスクシフティングによる薬物療法の安全性の向上
 ⾃治体病院における薬剤管理の実態調査

薬学的なケアを実践する上でのノウハウの共有
薬剤師確保に向けての課題整理

調査結果の概要
【 調査実施期間 】2021年6⽉23⽇〜7⽉30⽇

【 調査対象期間 】2021年3⽉31⽇時点

【 調査対象 】862病院（調査時点）

【 有効回答 】465病院（53.9%）

862 465 53.9 862 465 53.9

北 海 道 85 37 43.5 822 438 53.3

東 北 134 73 54.5 099床以下 251 86 34.3

関 東 157 98 62.4 100床台 198 88 44.4

北 陸 ・ 信 越 88 51 58.0 200床台 85 52 61.2

近 畿 ・ 東 海 180 99 55.0 300床台 118 81 68.6

中 国 ・ 四 国 121 60 49.6 400床台 74 55 74.3

九 州 97 47 48.5 500床以上 96 76 79.2

40 27 67.5

一般病院

精神科病院

【 地域別 】
会員

病院数
回答

病院数
回答率（%） 【 種類・病床規模別 】

会員
病院数

回答
病院数

回答率（%）

全 体 全 体
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○ 病棟薬剤業務の実施施設は全体の8割弱と増加していた。
○ 外来化学療法加算を算定している病院は69.1％で、薬剤師によるがん患者指導管理料を算定している病院は39.5%であった。
○ ⼊退院⽀援センターに薬剤師を配置している病院は増加傾向であり、現在36.6％の施設で薬剤師が関わっていた。

36.5%
41.8%

64.3% 64.0%

69.1%
76.1%

22.9%
27.4%

33.5%

36.6%

27.5% 29.2%

32.7% 32.1%

32.5%

39.5%

67.4% 65.5% 67.6%
64.0%

65.8%
69.1%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

外来化学療法加算を
算定あり

病棟薬剤業務を実施あり

病棟薬剤業務、外来化学療法加算、⼊退院⽀援センターへの薬剤師配置、がん患者指導の実施状況

病
院
の
割
合

薬剤師によるがん患者指導
管理料を算定あり

⼊退院⽀援センターにおける
薬剤師の配置あり

あり あり あり あり あり あり

外来化学療法加算の
算定状況

518 349 513 336 497 336 483 309 483 318 437 302

病棟薬剤業務の実施状況 510 186 498 208 457 294 436 279 443 306 389 296

薬剤師によるがん患者
指導管理料の算定状況

517 142 521 152 496 162 477 153 499 162 433 171

入退院支援センターに
おける薬剤師の配置状況

- - - - 210 48 230 63 260 87 262 96

2020年度

回答
病院数

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

回答
病院数

回答
病院数

回答
病院数

回答
病院数

回答
病院数

2.1% 2.7% 2.7% 2.8% 3.1% 2.9%

34.6% 36.5%
42.0% 40.3% 42.9% 45.1%

14.1%
18.0%

21.2% 21.4% 23.4% 25.3%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

病棟、ICU・HCU、⼿術室における薬剤師の常駐配置

⼿術室

病棟
（全病棟または⼀部病棟）

ICU・HCU

○ 病棟（全病棟または⼀部病棟）、ICU・HCUに薬剤師を常駐配置している施設は増加していた。
○ ⼿術室へ薬剤師を配置している施設の割合は全体の約3%であった。

薬剤師が
常駐

薬剤師が
常駐

薬剤師が
常駐

薬剤師が
常駐

薬剤師が
常駐

薬剤師が
常駐

病棟（全病棟または一部病棟） 518 179 509 186 493 207 477 192 496 213 459 207

ICU・HCU 341 48 334 60 326 69 304 65 308 72 297 75

手術室 468 10 476 13 477 13 429 12 449 14 411 12

2020年度

回答
病院数

回答
病院数

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

回答
病院数

回答
病院数

回答
病院数

回答
病院数

病
院
の
割
合
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薬剤師のチーム医療への参加状況

医療安全対策チーム

ＩＣＴ

ＮＳＴ

チ
ー
ム
医
療
に
薬
剤
師
が

参
加
し
て
い
る
病
院
の
割
合

97.9% 98.9% 99.6% 98.0% 98.8% 97.4%

97.9% 92.4% 94.6% 92.1% 93.1%
94.8%

79.8% 81.5% 81.9% 79.7% 79.8%
83.7%

0%

20%

40%
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2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

薬剤師の
参加あり

薬剤師の
参加あり

薬剤師の
参加あり

薬剤師の
参加あり

薬剤師の
参加あり

薬剤師の
参加あり

医療安全対策チーム 519 508 525 519 505 503 493 483 507 501 462 450

ＩＣＴ 519 508 525 485 503 476 491 452 506 471 458 434

ＮＳＴ 519 414 525 428 504 413 493 393 506 404 460 385

2020年度

回答
病院数

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

回答
病院数

回答
病院数

回答
病院数

回答
病院数

回答
病院数

基幹システム・調剤機器の導⼊状況

基
幹
シ
ス
テ
ム
・
調
剤
機
器
を

導
⼊
し
て
い
る
病
院
の
割
合

電⼦カルテ
⾃動錠剤分包機

オーダリングシステム

アンプルピッカー

注射薬混注監査システム

抗がん剤混合調整ロボット

○ 「電⼦カルテ」を導⼊している病院は増加傾向であった。「⾃動錠剤分包機」「アンプルピッカー」「抗がん剤混合調整
ロボット」の導⼊施設は、ほぼ横ばいで、「注射薬混注監査システム」は微増であった。

導入
している

導入
している

導入
している

導入
している

導入
している

導入
している

自動錠剤分包機 520 489 526 502 507 479 496 472 508 485 465 438

電子カルテ 520 393 526 413 507 424 493 415 506 448 465 417

オーダリングシステム 517 396 524 402 391 387 487 391 503 412 465 334

アンプルピッカー 519 199 525 199 506 209 496 185 508 193 465 195

注射薬混注監査システム - - - - 505 57 495 75 508 82 465 72

抗がん剤混合調整ロボット - - - - 506 4 496 2 508 4 465 2

2020年度

回答
病院数

回答
病院数

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

回答
病院数

回答
病院数

回答
病院数

回答
病院数

75.6%

78.5% 83.6% 84.2%
88.5%

89.7%
76.6%

76.7% 77.7% 80.3% 81.9%

71.8%

38.3% 37.9%
41.3%

37.3% 38.0%
41.9%

11.3%
15.2% 16.1% 15.5%

0.8% 0.4% 0.8% 0.4%

94.0% 95.4% 94.5% 95.2% 95.5% 94.2%
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常勤薬剤師の採⽤率の推移
2016年度から常勤薬剤師の採⽤状況を調査開始
※採⽤率（%）＝ 各病院の採⽤⼈数の総和÷各病院の募集⼈数の総和×100
※募集していない病院や無回答は除外

○常勤薬剤師の採⽤率は、2020年度が52.9%で、薬剤師確保が困難な状況であった。

58.3% 61.7% 59.3%
55.3% 52.9%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

2016年度

（n=314）

2017年度

（n=325）

2018年度

（n=301）

2019年度

（n=319）

2020年度

（n=288）

全体（平均）

4.5 4.6 
4.7 4.8 

5.0 
5.2 5.3 

5.5 5.5 5.7 

4.3 4.5 4.4 
4.7 4.8 

3.5 3.6 3.6 3.5 3.7 

0

1

2

3

4

5

6

2016年度

（n=526）

2017年度

（n=508）

2018年度

（n=493）

2019年度

（n=506）

2020年度

（n=465）

稼働100床あたり薬剤師数の推移

【A地域】特別区（東京23区）・政令指定都市・中核市・施⾏時特例市に⽴地する病院
【B地域】A、C以外に⽴地する病院
【C地域】不採算地区病院・過疎地域に⽴地する病院・医療資源の少ない地域

【A地域】

【C地域】

【B地域】

（⼈）

○稼働100床当たり薬剤師数は、地域差が認められ、いずれもほぼ横ばいで推移していた。
○稼働100床当たり薬剤師数はA地域では5.7⼈、⼀⽅でC地域では3.7⼈と地域により常勤薬剤師数

の差が認められた。

【全体】
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常勤薬剤師の2020年度採⽤状況（地域別）
募集⼈数を

全て確保できた病院
（採⽤率100%）

A・C以外に⽴地する病院

募集⼈数の⼀部しか
確保できなかった病院

募集しても1⼈も
確保できなかった病院

（採⽤率0%）

不採算地区病院・医療資源
の少ない地域・過疎地域に
⽴地する病院

特別区（東京23区）・政令
指定都市・中核市・施⾏時
特例市に⽴地する病院

○ 「募集⼈数の⼀部しか確保できなかった病院」が28.8%、「募集しても1⼈も確保できなかった病院」が36.5%、
合わせて全体の約6割強の病院において常勤薬剤師の確保が困難な状況であった。

○ 地域別では「C地域」は全体の約7割が常勤薬剤師の確保が困難な状況であり、都市部の「A地域」でも「募集⼈数を
全て確保できた病院」は41.1%であった。

※ AとCの両⽅に該当する場合は
重複を避けCに分類

27.4%

34.0%

41.1%

34.7%

14.3%

30.9%

38.3%

28.8%

58.3%

35.1%

20.6%

36.5%

C地域

（n=84）

B地域

（n=97）

A地域

（n=107）

全体

（n=288）

常勤薬剤師の2020年度採⽤状況（病床規模別）

○ 病床規模別に⾒ると、特に99床以下や100床台の中⼩病院で、常勤薬剤師の確保が困難な状況であった。
○ 500床以上の病院でも「募集⼈数を全て確保できた病院」は、42.9%であった。

60.0%

42.9%

29.8%

44.3%

19.4%

23.9%

34.8%

34.3%

34.7%

20.0%

45.7%

40.4%

26.2%

25.0%

13.0%

29.0%

28.8%

20.0%

11.4%

29.8%

29.5%

55.6%

63.0%

65.2%

36.7%

36.5%

精神科病院（n=5）

500床以上（n=70）

400床台（n=47）

300床台（n=61）

200床台（n=36）

100床台（n=46）

99床以下（n=23）

一般病院（n=283）

全体（n=288）

募集⼈数を
全て確保できた病院
（採⽤率100%）

募集⼈数の⼀部しか
確保できなかった病院

募集しても1⼈も
確保できなかった病院

（採⽤率0%）
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全国平均 28.8%
n=288

○ ⾃治体病院における薬剤管理の実態調査（2020年度）に回答した465病院のうち、常勤薬剤師の採⽤状況に関
する設問に回答した288病院を抽出。募集していない病院や無回答は除外している。

○ 回答があった288病院のうち175病院（60.8%）が⾼齢化率の全国平均を超える地域に⽴地している（⼀般的に
⾼齢化率が⾼いと⽣産年齢⼈⼝割合が低くなる≒労働⼒⼈⼝の割合が低くなる）。

出典︓令和3年版⾼齢社会⽩書（⾼齢化率の全国平均は令和2年10⽉1⽇現在）、総務省「令和2年1⽉1⽇住⺠基本台帳年齢階級別⼈⼝」（市区町村別）を基に作成

低 ⾼

約６割が⾼齢化率の
全国平均を超える地域に⽴地

≒⽣産年齢⼈⼝割合が低く
労働⼒⼈⼝が少ない

地域に⽴地

⾼齢化率（65歳以上の⼈⼝割合）

回
答
病
院
数

（％）

回答病院と⽴地する⾃治体の⾼齢化率の分布
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90

100
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高齢化率：全国平均 28.4%

n=84

常勤薬剤師の採⽤率と病院が⽴地する⾃治体の⾼齢化率の分布図

⾼齢化率（%）

【A地域】特別区(東京23区)・政令指定都市・中核市・施⾏時特例市

【B地域】 A、C以外に⽴地 【C地域】 不採算地区病院・医療資源の少ない地域・過疎地域
※ AとCの両⽅に該当する

場合は重複を避けCに分類

○「A地域」は、常勤薬剤師採⽤率100%が他の地域と
⽐べて多いが、募集⼈数の⼀部しか確保できなかった
病院や採⽤率0%も散⾒された。

○⼀⽅で「C地域」は、⾼齢化率が⾼い地域に⽴地して
いる病院が多く、採⽤率0%が多い傾向であった。

○「B地域」は、「A地域」と「C地域」の中間的な状況
であった。

常
勤
薬
剤
師
の
採
⽤
率

（%）

出典︓⾼齢化率の全国平均は令和3年版⾼齢社会⽩書（令和2年10⽉1⽇現在）
病院が⽴地する⾃治体の⾼齢化率は、総務省「住⺠基本台帳に基づく⼈⼝、
⼈⼝動態及び世帯数調査」（令和2年1⽉1⽇）

常
勤
薬
剤
師
の
採
⽤
率

（%）

常
勤
薬
剤
師
の
採
⽤
率

（%）

⾼齢化率（%）

⾼齢化率（%）
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高齢化率：全国平均 28.4%

n=97
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高齢化率：全国平均 28.4%

n=107 ※ 3病院は採⽤率が100%を
超えていたため、便宜上、
採⽤率100%で⽰している
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常勤薬剤師の2020年度採⽤状況と病棟薬剤業務

○ 病棟薬剤業務を実施している病院では「募集しても1⼈も確保できなかった病院」は27.1％
であったが、⼀⽅で、病棟薬剤業務を実施していない病院では、「募集しても1⼈も確保
できなかった病院」は60.4%であった。

22.9%

39.9%

16.7%

33.0%

60.4%

27.1%

病棟薬剤業務を

実施していない

（n=48）

病棟薬剤業務を

実施している

（n=203）

募集⼈数を
全て確保できた病院
（採⽤率100%）

募集⼈数の⼀部しか
確保できなかった病院

募集しても1⼈も
確保できなかった病院

（採⽤率0%）

常勤薬剤師の2020年度採⽤状況と薬剤師の卒後研修実施の有無

○ 薬剤師の卒後研修を実施している病院では「募集しても1⼈も確保できなかった病院」は
26.3％であったが、⼀⽅で、薬剤師の卒後研修を実施していない病院では、「募集して
も1⼈も確保できなかった病院」は50.0%であった。

募集⼈数を
全て確保できた病院
（採⽤率100%）

募集⼈数の⼀部しか
確保できなかった病院

募集しても1⼈も
確保できなかった病院

（採⽤率0%）

32.1%

36.8%

17.9%

36.8%

50.0%

26.3%

薬剤師の卒後研修を

実施していない

（n=112）

薬剤師の卒後研修を

実施している

（n=171）
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常勤薬剤師採⽤状況調査のまとめ
 薬物療法の安全性の向上のために、病棟薬剤業務に加え、薬剤師外来、

⼊退院⽀援業務等の新規薬剤業務の展開が認められた。

 薬剤業務の進展は病院機能・病院規模に依存していた。

 常勤薬剤師の採⽤率は平均52.9％であり、前年度より低下していた。

 常勤薬剤師の採⽤率には地域偏在が認められ、特に、不採算地区
病院・医療資源の少ない地域・過疎地域に⽴地する病院では薬剤師の
採⽤が困難な状況であった。

 薬剤業務の進展を阻む要因として薬剤師不⾜があげられ、その解決が
喫緊の課題である。

OTON GLASS
⽂字を読むことが困難な⼈のために開発された、

知覚を拡張するIoTスマートグラス

Digital Transformation
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不易流⾏
「不易」 いつまでも変わらないこと

「流⾏」 その時々に応じて変化してゆくもの
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不易流⾏
「不易」 いつまでも変わらないこと
ノウハウや創造性、臨床的に意味のある違いを知る能⼒
Pharmacist-Scientistsの実践
「流⾏」 その時々に応じて変化してゆくもの
薬剤業務のデジタルトランスフォーメーション
新しい薬剤師連携の展開

業務の⾒える化と効率化、実践すべき業務への集中化

薬剤師・レジデント・事務員の
タイムスタディ調査に基づく、
徹底的な業務分析、改善案の検討

●薬剤部タイムスタディ

2⽇分の業務分担と配置を掲⽰し、
流動的な配置と相互の協⼒を推進

●流動的な業務分担と⾒える化

●ロボット・IoT技術の活⽤
ロボット調剤室、システム化
PFI事業
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薬剤部タイムスタディ結果（平成30年12⽉15⽇（⼟）〜12⽉21⽇（⾦）の7⽇間）

時間（分）・人

薬剤師57⼈（アイセンター含む）、レジデント9⼈、事務員5⼈ 合計 200,190分（3,336.5時間）

病棟業務

調剤業務
薬剤管理指導業務

注射調剤業務

がん化学療法

抗がん薬調製ロボット
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薬

剤
師

補
助
者

処⽅データ

各診療科

処⽅データ

各診療科

Drug Station

印刷

調剤(ALL薬剤師)

薬

剤
師

監査

投薬

⾃動ピッキング

(対応品のみ)

内容確認

(⾮薬剤師)
+レシート/処⽅箋を同封

ピッキング
薬

剤
師

内容確認
+⾮対応品のピッキング

薬

剤
師

監査

投薬

ピッキング

ロボット・IoT技術を
融和した調剤業務

従来の調剤業務

ロボット＋薬剤師以外の者 薬剤師の専門性発揮
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薬剤師確保に向けた取り組み

詳細な現状調査による客観的なデータの集積
薬剤師確保、処遇改善の要望

⾃治体病院議員連盟 社会保障審議会医療部会
⽇本病院団体協議会(⽇病協)、総務省、厚⽣労働省

ロボット、IoT活⽤による薬剤業務の質向上
医療の多様化に対応できる⼈材の育成
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公開シンポジウム

地域における効果的な薬剤師確保の
取り組みに関する調査研究

和歌⼭県⽴医科⼤学における薬学部設置と
⼊学試験地域枠の導⼊

和歌⼭県⽴医科⼤学薬学部

太⽥ 茂

全国⼤学における薬学部の設置状況 （平成30年度）

【地区別】

【設置者別】

2

北海道
地区

東北
地区

関東
地区

関東地区
（東京）

北陸
地区

東海
地区

近畿
地区

中国・
四国地区

九州・
沖縄地区

計

学部数 3 6 12 11 3 7 14 11 8 75
６年制学科数 3 6 14 13 3 7 14 11 9 80
４年制学科数 1 2 7 5 2 2 5 3 4 31

139



② 都道府県別の薬学部の状況（平成30年度）

3近畿内の国公⽴⼤学薬学部は京都⼤学と⼤阪⼤学のみ

和歌⼭県学⽣の他都道府県への進学（全学部）に伴う流出状況

和歌⼭県学⽣の他都道府県への進学（薬学部）に伴う流出状況（⼈数）

合計 H26 H27 H28 ３年平均
国⽴⼤学 21 11 4 6 7.0
公⽴⼤学 19 8 5 6 6.3
私⽴⼤学 238 81 68 89 79.3
合計 278 100 77 101 92.6

H12 H17 H22 H26 H27
他都道府県への進学者割合 89.2 88.8 87.3 86.3 86.5
全国順位 1 1 1 1 1

4
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（３）和歌⼭県における薬剤師の状況
① 地域別（保健医療圏域別）状況

（H26調査より） 5

総数 薬局従事者 病院等

（参考）全国 237.4 135.6 45.7

和歌山保健医療圏 314.3 159.4 71.3

那賀保健医療圏 176.9 95.4 39.0

橋本保健医療圏 213.3 129.6 45.9

有田保健医療圏 180.3 69.6 53.3

御坊保健医療圏 216.7 94.0 79.7

田辺保健医療圏 146.2 81.4 47.4

新宮保健医療圏 177.1 96.1 40.5

○ 保健医療圏別の人口10万人あたり薬剤師数（H28年末）

H28年末 H26年末 H24年末

全国 237.4 226.7 219.6

滋賀県 219.4 207.3 201.3

京都府 240.4 225.8 218.1

大阪府 290.2 269.9 268.9

兵庫県 264.8 251.1 245.1

奈良県 205.8 190.2 212.0

和歌山県 239.8 222.8 221.9

○ 人口10万人あたり薬剤師数

H28年末 H26年末 H24年末

総数 2,288 2,163 2,192

薬局の従事者数 1,173 1,053 1,023

病院・診療所の
従事者数

562 542 525

その他 318 316 367

無職 235 252 277

○ 県内の薬剤師数

和歌⼭県における薬剤師の状況

（H28調査より）

6

薬剤師の偏在が顕著
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③ 年齢別状況（和歌⼭県内薬剤師の従事先別年齢構成）
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人
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人
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295

190

217
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216 215

240

147

81

45 41

21

（H26調査より）

7

和歌⼭県における薬剤師の状況
• 和歌⼭市では全国平均以上の薬剤師数を維持している。
• 和歌⼭県東部、中部、南部では薬剤師数が少ない。

県内の薬剤師の偏在が顕著

和歌⼭県南部において薬局従事者の⾼齢化が顕著
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和歌⼭県⽴医科⼤学における薬学部開設の意義

医薬看の医療系総合⼤学として教育⾯・研究⾯・臨床⾯
において発展を遂げる機会となる。

教育⾯：共通講義や臨床実習等を通じ、医療⼈として
専⾨的な教育が実施できる。

研究⾯：薬学部と既存学部が⼈的・物的に密接に連携し、
治験や創薬など研究の更なる活性化を図る。

臨床⾯：附属病院を持つ強みを活かし、「チーム医療」
を担う指導的な薬剤師を養成する。
また、卒業⽣が和歌⼭県内の病院等で活躍する
ことで、地域医療の⽔準が底上げされる。

9

【教育⽬標】

・ 薬学に関する幅広い専⾨知識と医療⼈としての使命感・
倫理観を有し、⾼い実践能⼒を養い、医療の現場で活躍
できる⼈材を育成する。

・ 医療現場での多職種協働に対応できる⾼い能⼒を備え、
意欲的で協調性の⾼い⼈材を育成する。

・ 薬学の専⾨家として医療、衛⽣薬学、創薬などの領域で
⾼度で専⾨的な知識と研究マインドを持った⼈材を育成する。

・ 科学的根拠に基づき判断・解決できる能⼒を有し、
社会の要請に応じた活躍ができる⼈材を育成する。

・ 地域の医療、健康福祉及び予防医学の向上に寄与できる
⼈材を育成する。

・ 国際的に薬学研究、臨床薬学において活躍できる⼈材を
育成する。

10
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卒後研修制度の導⼊

• 和歌⼭県の⾼等学校卒業者と扶養義務者が和歌⼭県在住の者が対象
• 学校推薦型選抜の県内枠として募集
• 1学年15名程度
• 卒後2年間の研修 1年⽬（和歌⼭市） 2年⽬（和歌⼭市以外）
• 研修終了後に希望があれば、県内薬局、病院への就職を斡旋
• 県薬剤師会、県病院薬剤師会は概ね了承

学校推薦型選抜・県内枠

・和歌山県内の高等学校を令和3年3月に卒業した者及び令和4年3月卒業見込みの者。または、和歌山県外の高等学校を令和3年3月に
卒業した者及び令和4年3月卒業見込みの者であって、出願時、扶養義務者（現に本人を扶養している者）が引き続き3年以上和歌山県内
に居住している者。

・県内枠の出願時、卒業後2年間、和歌山県内の病院・薬局でキャリア形成を行うことに同意する旨の誓約書を提出していただきます。

【県内枠としての主な出願資格】

【⽬ 的】
・本学では、先進医療を行う病院から地域の病院・薬局の業務までの2年間にわたり横断的な研修を行うことにより、

国際的にも通用する高度な薬学の専門知識を有しながら患者・生活者の立場に立って、和歌山県内の医療に貢献
する先導的な薬剤師を養成します。

12

県
内
枠
で
⼊
学

薬学部
在籍

薬
剤
師

国
家
試
験
受
験

合
格

薬
剤
師
免
許

取
得

（1年⽬）
和歌⼭市内の
病院で
研修

（2年⽬）
和歌⼭市以外
の病院及び
薬局で研修

⾼い実践能⼒を
有する先導的
薬剤師を養成

キャリア形成プログラム（予定）

卒業後（2年間）薬学部⽣（6年間） 卒業
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県内枠学⽣の現状
• 令和3年度⼊試倍率 2.1倍 →      15名⼊学
• 令和4年度⼊試倍率 2.7倍 →
• ⼀般選抜、学校推薦型選抜（全国枠）と共通テストでの顕著な

差はない

対象学⽣に対する聞き取り調査

多くの学⽣が卒後研修のみではなく地域医療に関する取り組みのプロ
グラム（実習）を希望している

卒後研修制度の課題

• 魅⼒ある研修プログラムの作成 （卒前プログラムとの連携）

• 研修実施施設の決定 （病院と薬局の連携を含めて）

• 研修⽣に対する奨学⾦（給与相当）の確保

• 研修後のキャリアパス⽀援
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1

薬科⼤学・薬学部
および

薬学５年・６年⽣に対する
アンケート調査結果

帝京⼤学薬学部
地域医療薬学研究室

安藤 崇仁

地⽅別回答大学数 地域別回答大学数

回答総数 65⼤学

北海道・東北
7⼤学

関東
21⼤学

中部
7⼤学

近畿
13⼤学

中国・四国
9⼤学

九州
8⼤学

地⽅部
36⼤学

都市部
29⼤学

薬科大学・薬学部アンケート結果
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2

Ⅰ期 Ⅱ期 Ⅲ期 Ⅳ期

60 64 63 51

貴大学の薬学部の実習時期はいつですか。

(n=65)

病院実習の実習受け入れ先医療機関の件数を、貴大学の所在
都道府県とそれ以外で教えてください。

平成30年度 令和元年度 令和2年度
都道府県内 1,988 件 1,895 件 1,901 件
都道府県外 2,048 件 1,963 件 1,820 件

実数合計

平成30年度 令和元年度 令和2年度
全体 58.9 59.5 60.9

県内率平均（全体）

平成30年度 令和元年度 令和2年度
都市部 50.4 51.2 52.3
地⽅部 65.8 66.2 67.8

県内率平均（⼤学所在地の都市部・地⽅部別）

(n=65)
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3

平成30年度 令和元年度 令和2年度
都市部 2,145 件 2,136 件 2,058 件
地⽅部 1,691 件 1,553 件 1,528 件

実数合計

平成30年度 令和元年度 令和2年度
全体 44.2 46.0 46.2

都市部率平均（全体）

平成30年度 令和元年度 令和2年度
都市部 84.6 86.7 85.9
地⽅部 10.9 12.5 13.5

都市部率平均（⼤学所在地の都市部・地⽅部別）

病院実習の実習受け入れ先医療機関の件数を、都市部・地方部
で教えてください。

(n=62)

平成30年度 令和元年度 令和2年度
都道府県内 4,288 件 4,099 件 4,026 件
都道府県外 3,283 件 3,173 件 3,122 件

実数合計

平成30年度 令和元年度 令和2年度
全体 65.6 66.0 65.9

県内率平均（全体）

平成30年度 令和元年度 令和2年度
都市部 55.3 56.3 56.1
地⽅部 73.9 73.9 73.8

県内率平均（⼤学所在地の都市部・地⽅部別）

薬局実習の実習受け入れ先医療機関の件数を、貴大学の所在
都道府県とそれ以外で教えてください。

(n=65)
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4

平成30年度 令和元年度 令和2年度
都市部 4,380 件 4,355 件 4,264 件
地⽅部 2,826 件 2,610 件 2,603 件

実数合計

平成30年度 令和元年度 令和2年度
全体 46.0 46.9 45.9

都市部率平均（全体）

平成30年度 令和元年度 令和2年度
都市部 89.2 90.1 88.8
地⽅部 10.4 11.3 10.6

都市部率平均（⼤学所在地の都市部・地⽅部別）

薬局実習の実習受け入れ先医療機関の件数を、都市部・地方部
で教えてください。

(n=62)

平成30年度 令和元年度 令和2年度

附属病院あり（27⼤学） 73.1 71.5 76.5

附属病院なし（38⼤学） 48.8 51.0 49.8

県内率平均（附属病院の有無別）

附属施設の有無による実習受け入れ先の県内率および都市部率

平成30年度 令和元年度 令和2年度

附属薬局あり（9⼤学） 74.4 74.3 72.1

附属薬局なし（56⼤学） 64.2 64.7 64.9

県内率平均（附属薬局の有無別）
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0

500

1000

1500

2000

2500

3000

2018～2020年度（平成30年度～令和2年度）の薬学部卒業生の進路状況を、貴
大学の所在都道府県とそれ以外でお答えください。（実数）

平成30年度 令和元年度 令和２年度
■県内 ■県外 ■県内 ■県外 ■県内 ■県外

(n=55)

病院 調剤薬局 ドラッグストア 卸売業界 製薬企業 ⾏政機関 ⼤学院進学 その他

病院 調剤薬局 ドラッグストア 卸売業界 製薬企業 ⾏政機関 ⼤学院進学 その他

平成30年度
県内 792 889 423 19 120 103 162 368

県外 1032 1713 1067 24 333 113 33 271

令和元年度
県内 758 758 434 17 128 71 170 379

県外 958 1742 1036 40 336 117 43 262

令和２年度
県内 717 797 416 15 129 79 164 314

県外 891 1663 1175 16 262 109 24 187

0

10

20

30

病院 調剤薬局 ドラッグストア 卸売業界 製薬企業 ⾏政機関 ⼤学院進学 その他

平成30年度

0

10

20

30

病院 調剤薬局 ドラッグストア 卸売業界 製薬企業 ⾏政機関 ⼤学院進学 その他

令和元年度

0

10

20

30

病院 調剤薬局 ドラッグストア 卸売業界 製薬企業 ⾏政機関 ⼤学院進学 その他

令和２年度

⼤学所在地都市部 ⼤学所在地地⽅部
■ 県内割合 ■ 県外割合 ■ 県内割合 ■ 県外割合

大学所在地（都市部・地方部別）による都道府県内・外への就職割合

(n=55)
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0

500

1000

1500

2000

2500

3000

平成30年度 令和元年度 令和２年度
■都市部 ■地⽅部 ■都市部 ■地⽅部 ■都市部 ■地⽅部

(n=51)

病院 調剤薬局 ドラッグストア 卸売業界 製薬企業 ⾏政機関 ⼤学院進学 その他

2018～2020年度（平成30～令和2年度）の薬学部卒業生の進路状況を、都市
部・地方部でお答えください。（実数）

病院 調剤薬局 ドラッグストア 卸売業界 製薬企業 ⾏政機関 ⼤学院進学 その他

平成30年度
都市部 776 1277 1036 32 372 109 83 441
地⽅部 936 1195 312 8 35 91 124 182

令和元年度
都市部 764 1156 1069 41 365 85 78 446
地⽅部 832 1205 306 15 47 94 139 186

令和２年度
都市部 807 1168 1118 16 314 102 67 341
地⽅部 717 1155 341 14 29 71 142 155

0

10

20

30

病院 調剤薬局 ドラッグストア 卸売業界 製薬企業 ⾏政機関 ⼤学院進学 その他

平成30年度

0

10

20

30

病院 調剤薬局 ドラッグストア 卸売業界 製薬企業 ⾏政機関 ⼤学院進学 その他

令和元年度

0

10

20

30

病院 調剤薬局 ドラッグストア 卸売業界 製薬企業 ⾏政機関 ⼤学院進学 その他

令和２年度

⼤学所在地都市部 ⼤学所在地地⽅部
■ 都市部割合 ■ 地⽅部割合 ■ 都市部割合 ■ 地⽅部割合

(n=50)

大学所在地（都市部・地方部別）による都市部・地方部への就職割合
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7

2018～2020年度（平成30～令和2年度）の求人状況（大学所在の都道府県内・
外）をお答えください。

平成30年度（n=35） 令和元年度（n=36） 令和2年度（n=36）

県内率 県外率 県内率 県外率 県内率 県外率

12.0 88.0 12.5 87.5 11.6 88.4

2018～2020年度（平成30～令和2年度）の求人状況を、都市部・地方部でお答
えください。

平成30年度（n=28） 令和元年度（n=29） 令和2年度（n=29）

都市部率 地⽅部率 都市部率 地⽅部率 都市部率 地⽅部率

49.2 50.8 45.7 54.3 46.5 53.5

4⽉ 5⽉ 6⽉ 7⽉ 8⽉ 9⽉ 10⽉ 11⽉ 12⽉ 1⽉ 2⽉ 3⽉

1年⽣ 8 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0
2年⽣ 2 0 0 0 0 1 0 1 0 1 0 0
3年⽣ 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 2
4年⽣ 6 1 2 0 0 1 0 0 0 4 12 0
5年⽣ 4 7 0 0 2 0 1 1 0 0 0 0
6年⽣ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

貴大学において、最初に就職に関するガイダンスが行われるのはいつですか。

貴大学において、就職支援として実施しているものをすべてお答えください。

求⼈情報
の公開

インター
ンシップ
情報の公
開・募集

就職相談 ⾯接指導 OB・OG
紹介

学内合同
説明会
（企業が参加
するもの）

学内合同
説明会
（薬局・店舗
販売業が参加
するもの）

学内合同
説明会
（病院が参加
するもの）

キャリア
に関する
講演・講
座

その他

63 61 60 58 36 57 54 57 58 11
(n=63)

(n=59)
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8

薬局・店舗販売業・病院が参加する学内合同説明会を開催している場合、2020年
度卒業生に対して、最初に開催した時期はいつですか。

4⽉ 5⽉ 6⽉ 7⽉ 8⽉ 9⽉ 10⽉ 11⽉ 12⽉ 1⽉ 2⽉ 3⽉
1年⽣ 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2
2年⽣ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
3年⽣ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
4年⽣ 0 0 0 0 0 0 0 2 0 0 3 3
5年⽣ 0 1 0 0 0 0 0 7 3 1 7 16
6年⽣ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

4⽉ 5⽉ 6⽉ 7⽉ 8⽉ 9⽉ 10⽉ 11⽉ 12⽉ 1⽉ 2⽉ 3⽉
1年⽣ 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2
2年⽣ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
3年⽣ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
4年⽣ 1 1 0 0 0 0 0 1 0 0 2 2
5年⽣ 1 1 0 0 1 0 0 7 3 1 9 17
6年⽣ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

薬局・店舗販売業が参加

病院が参加

(n=47)

(n=50)

28

36

0

10

20

30

40

はい いいえ

貴大学において、県内又は県外の薬剤師不足県・地域や薬剤師不足の病院・
薬局への就業を促す取組や地域医療に関する教育を行っていますか。
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なし
25

あり
3

あり
1

不明
2

なし
7

あり
21

あり
12

不明
7

未回答
2

なし
17

あり
11

あり
5

不明
6

なし
16

あり
12

あり
5

不明
7

地域枠の設定
その効果は

ありましたか？
その効果は

ありましたか？

その効果は
ありましたか？

その効果は
ありましたか？

就職説明会・相談会の開催（薬剤師不
⾜の県・地域・病院・薬局が参加）

薬剤師不⾜の県・地域・病院・薬局か
らの求⼈とのマッチングの取組 奨学⾦・奨学⾦返済サポート

薬剤師不足県・地域や薬剤師不足の病院・薬局への就業を促す取組や地域
医療に関する教育

なし
10

あり
17

あり
8

不明
7

なし
1

未回答
1

なし
27

あり
1

あり
1

不明
15

なし
1

あり
25

あり
9

なし
1 なし

17
あり

8

あり
5

不明
3未回答

3

薬剤師不足県・地域や薬剤師不足の病院・薬局への就業を促す取組や地域
医療に関する教育
薬剤師不⾜県・地域（県内/県外）にお
ける実務実習

⾃治体等との薬剤師確保に係る
協定の締結

地域医療に関する教育
（講義、実務実習等）

その効果は
ありましたか？

その効果は
ありましたか？

その効果は
ありましたか？

その効果は
ありましたか？

その他の取組

未回答
1

未回答
2
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5

59

0

20

40

60

はい いいえ

薬学部卒業生の離職率を把握していますか。

男性
29%

⼥性
70%

不明
1%

5･6年 5年 6年

男性 662 331 331

女性 1615 839 776

不明 25 15 10

性別（2302⼈）

5年
51%

6年
49%

5年 1185

6年 1117

回答者学年（2302⼈）

薬学5・6年生Webアンケート結果
（調査期間：2021.11.25～2021.12.31）

Web回答総数：2345件
有効回答数 ：2302件
（不同意 ： 43件）
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757

50
15 10 11 11 7 8

0

100

200

300

400

500

600

700

800

奨学⾦借⼊先
有
35%

無
65%

有 805

無 1497

奨学⾦借⼊状況（2302⼈）

総額1000万円以上:142⼈

公的機関（都道府県市町村等） 30

病院 23

保険薬局 53

ドラッグストア 13

支援なし 677

奨学⾦返済の⽀援先

貸与（無利子） 424

貸与（有利子） 573

給付型 131

利⽤している奨学⾦制度

286

60

212

106

48

5

199

70

6 7

41

16 16

0

50

100

150

200

250

300

350

就職活動 5・6年 5年 6年

就職活動終了 1072 18 1054

就職活動中 788 764 24

未活動 442 403 39

就職活動状況

都市部（都区部、指令指定都市） 361

地方部 259

出身地 463

出身大学の所在地域 129

その他 93

就職先勤務地

5年生前期 20

5年生後期 150

6年生前期 821

6年生後期 70

その他 11

内定時期

就職活動終了
1072⼈

（5年18⼈、6年1054⼈）

就職先分類（5・6年⽣1072⼈）
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地域連携薬局 295
専⾨医療機関連携薬局 131
健康サポート薬局 253
いずれにも該当しない 21
不明 174
（対象570⼈）

内定薬局/ドラッグストアの分類

実習先である 59
実習先でない 511

内定薬局/ドラッグストア
と実務実習先との関係

⾼度急性期病院 92
急性期病院 168
回復期病院 11
慢性期病院 23
その他 8
不明 30
（回答者332⼈）

内定病院の医療機能別分類

実習先である 68
実習先でない 277

内定病院と実務実習先との関係

はい 392
いいえ 680

実習前後で就職希望先は
変化したか？

病院（200床以上） 144
病院（200床未満） 34
保険薬局（100店舗以上） 55
保険薬局（10〜100店舗） 26
保険薬局（2〜10店舗） 19
保険薬局（1店舗） 1
ドラッグストア 36
製薬企業 42
卸売業界 1
⾏政機関 13
⼤学院進学 7
その他 14

実習前の就職希望先（対象392⼈）

病院 保険薬局 ドラッグストア 製薬企業 ⾏政機関 その他

300万円未満 158
300〜 400万円 518
400〜 500万円 235
500〜 600万円 63
600〜 700万円 9
700〜 800万円 1
800〜 900万円 2
900〜1000万円 0
1000万円以上 1

内定先初年度給与⽔準

(n=987)

給与300万円未満の業種分類
（n=158）

給与500〜600万円の業種分類
（n=63）

病院 保険薬局 ドラッグストア 製薬企業 ⾏政機関 その他

病院

ドラッグストア
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病院
31%

保険薬局
40%

ドラッグストア
20%

その他
9% 病院

33%

保険薬局
31%

ドラッグストア
18%

その他
18%

借入の有無と内定先割合

奨学⾦の借⼊が
ある学⽣

奨学⾦の借⼊が
ない学⽣

就活終了者の勤務先決定の決め⼿ 第1位 第2位 第3位
業務内容・やりがい 358 166 116
勤務予定地 142 175 163
給与⽔準 128 156 133
福利厚⽣ 102 172 154
研修制度等スキルアップのための制度 87 77 94
採⽤活動の内容や担当者とのコミュニケーション 49 68 67
キャリアパス 39 56 59
研究・学習環境 38 35 41
奨学⾦・返済サポート制度 33 12 11
実務実習の実施・受⼊やその内容 16 15 16
昇給制度や給与カーブ 14 29 40
夜勤の有無や条件 9 11 22
勤務時間の柔軟さ 7 12 30
勤務時間の⻑さ 6 19 29
育休等の休業・休職制度 6 22 35
離職率 5 13 17
採⽤活動を実施している期間・時期 3 8 24
応募時に併願ができたこと 3 6 7
その他 27 20 14
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外部で開催される合同説明会 667
⼤学内で開催される合同説明会 658
就職先が開催する個別説明会 684
インターンシップ 514
OB・OG訪問 102
⼤学の就職相談 191
⼤学で公開された求⼈情報 140
⼤学で開催されたキャリアに関
する講演・講座 220
その他 52
どれも参加していない 37

就活にあたり参加したプログラム 内定先を初めて知るきっかけと
なったプログラム
外部で開催される合同説明会 246
⼤学内で開催される合同説明会 170
就職先が開催する個別説明会 163
インターンシップ 88
OB・OG訪問 29
⼤学の就職相談 26
⼤学で公開された求⼈情報 40
⼤学で開催されたキャリアに関
する講演・講座 19
実務実習 124
その他＊
＊インターネット、マイナビ、アルバイ
ト、
家族・友⼈の紹介、病院⾒学、等

はい 12
いいえ 776

現在までの内定の有無

現在までの内定先
病院 0
保険薬局（100店舗以上） 3
保険薬局（10店舗以上） 2
保険薬局（2店舗以上） 3
保険薬局（1店舗） 0
ドラッグストア 3
医療機器 1
（対象12⼈）

実習先である 1
実習先ではない 10

内定薬局/ドラッグストア
と実務実習先の関係

第1希望第2希望 第3希望
病院（200床以上） 236 97 94
病院（200床未満） 32 140 54
保険薬局（100店舗以上） 172 185 145
保険薬局（10〜100店舗） 74 138 157
保険薬局（2〜10店舗） 28 33 66
保険薬局（1店舗） 8 11 17
ドラッグストア 113 105 158
製薬企業 71 24 34
CRO 5 7 0
卸売業界 3 8 10
⾏政機関 26 17 22
⼤学院進学 6 7 13
その他 14 16 18
合計 788 788 788

就職希望先

就職活動中 788⼈
（5年764⼈、6年24⼈）

はい 250
いいえ 538

実習前後で就職希望先は
変化したか？
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59）薬剤師の勤務地に偏在が
あることはご存知ですか？

よく知っている 812
まあ知っている 1131
あまり知らない 312
全く知らない 47

ある 690
ない 1612

60）薬剤師の不⾜地域の薬局や病
院に卒業後直ちに就職する意向

ある 591
ない 703

61）前問で「ない」と答えた⽅で、
内定先が都市部と答えた⽅に対し
て、将来的に地⽅の薬局や病院で
勤務する意向は？

業務内容・やりがい 65
給与⽔準 38
福利厚⽣ 14
研修制度等スキルアップの
ための制度 15
キャリアパス 19
研究・学習環境 20
奨学⾦・返済サポート制度 2
昇給制度や給与カーブ 5
夜勤の有無や条件 5
勤務時間の柔軟さ 19
勤務時間の⻑さ 21
育休等の休業・休職制度 9
その他＊ 471

62）前問で「ない」と答えた
⽅で、地⽅部での就職を希望
しない理由の第1位

＊都市部に居住したい、交通の便、
実家が都市部、⽣活における利便性、

37.7

32

46.5

52.7

13.5

13.7

2.3

1.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

良く知っている まあ知っている あまり知らない 全く知らない

薬剤師の勤務先の地域偏在を知っているか
都市部（東京・神奈川・千葉・埼玉・愛知・大阪・京都・兵庫）出身者と

その他の地域出身者の比較

都市部出⾝者
（東京・神奈川・千
葉・埼⽟・愛知・⼤
阪・京都・兵庫）

その他の地域
出⾝者
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37.2

20.2

62.8

79.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

意向がある 意向がない

卒業直後に薬剤師不足地域へ就職する意向があるか
都市部（東京・神奈川・千葉・埼玉・愛知・大阪・京都・兵庫）出身者と

その他の地域出身者の比較

都市部出⾝者
（東京・神奈川・千
葉・埼⽟・愛知・⼤
阪・京都・兵庫）

その他の地域
出⾝者

薬剤師が不⾜している病院が
あることはご存知ですか？
よく知っている 684
まあ知っている 898
あまり知らない 352
全く知らない 49

卒業後直ちに病院に就職することを
希望していない⼈の理由

第1位 第2位 第3位
業務内容・やりがい 193 116 110
勤務予定地 22 52 63
給与⽔準 605 237 140
福利厚⽣ 26 96 99
研修制度等スキルアップのための制度 15 10 23
採⽤活動の内容や担当者とのコミュニ
ケーション 9 9 29
キャリアパス 14 35 42
研究・学習環境 10 14 6
奨学⾦・返済サポート制度 7 12 16
実務実習の実施・受⼊やその内容 9 7 19
昇給制度や給与カーブ 13 111 78
夜勤の有無や条件 146 211 164
勤務時間の柔軟さ 14 48 80
勤務時間の⻑さ 82 163 114
育休等の休業・休職制度 3 17 31
離職率 9 29 69
採⽤活動を実施している期間・時期 11 27 45
応募時に併願ができたこと 21 20 61
その他 57 33 43
回答者に⾮該当 337
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0

10

20

30

40

50

60
奨学⾦借⼊がある学⽣

第1位 第2位 第3位

給与⽔準 夜勤の有無
や条件

業務内容・や
りがい 勤務時間の⻑さ 福利厚⽣ 昇給制度や

給与カーブ
勤務時間の

柔軟さ その他合計

借入の有無と病院へ就職を希望しない理由
（％）

0

10

20

30

40

50

60
奨学⾦借⼊がない学⽣

第1位 第2位 第3位

給与⽔準 夜勤の有無
や条件

業務内容・や
りがい 勤務時間の⻑さ 福利厚⽣ 昇給制度や

給与カーブ
勤務時間の

柔軟さ その他合計

（％）

考える 206
考えない 66
回答者に⾮該当 65

現在、⾼度急性期病院や急性
期病院への就職を希望してい
る⽅にお尋ねします。
将来、回復期病院や慢性期病
院へ⾏って地域医療に貢献し
たいと考えますか。

第1位 第2位 第3位
業務内容・やりがい 44 9 9
給与⽔準 2 4 3
福利厚⽣ 0 1 3
研修制度等スキルアップ
のための制度 3 14 13
キャリアパス 2 5 12
研究・学習環境 7 17 8
昇給制度や給与カーブ 0 2 2
夜勤の有無や条件 1 1 6
勤務時間の柔軟さ 1 1 1
勤務時間の⻑さ 2 3 1
育休等の休業・休職制度 0 1 0
その他 4 8 8

回復期病院や慢性期病院への就職を
希望しない理由（n=66）
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• 奨学⾦を借りていると、病院薬剤師としてやりがいを取るか、薬局薬剤師とし
て給与を取るかで悩む（5年⼥性）。

• 病院志望でしたが、多額の奨学⾦と保険薬局の奨学⾦サポート制度に合格した
ため断念しました。似た境遇の⽅も多いのではないでしょうか（6年男性）。

• 奨学⾦を多額に借りているため、給料が⾼い所を選ばざるを得ない（6年男性）。
• 病院薬剤師が不⾜している第⼀の理由であり、最⼤の理由は給与です。医療法
⼈とそうでない薬局との違いかもしれませんが、あまりにもやりがい搾取がす
ぎる（6年男性）。

• 病院は併願が出来ない、薬局に⽐べ仕事がハード、募集枠が少ない、給与が低
いなど薬局やドラッグストアに⽐べてデメリットが多すぎると思う。病院こそ
優秀な⼈材が必要だと思うが、仕事に⾒合った給与が⽀給されないのは残念（6
年⼥性）。

• 医療の現場で働く薬剤師の地位の向上や⼀般の⽅への職務内容の周知を積極的
に⾏うことが、薬剤師の就職状況の改善には必要ではないかと感じた（6年⼥
性）。

• ⼀概に薬局、病院という考えではなく、垣根を超えて柔軟に働くなど何かあれ
ばいいと思いました（6年⼥性）。

• 病院での研修で、研修医制度のようなものがあっても良いと思いました。レジ
デントは給与が低いのでやりたくはありませんが…（5年男性）。

• 新卒で地⽅の薬剤師の⾜りない病院へ就職するのは学びの⾯でもかなり不安が
あります（5年⼥性）。

薬学⽣の意⾒（⾃由記載）

• ⾃分の場合は⼤学病院のレジデントや病院薬剤師に興味がありましたが、病院
に就職された先輩との関わりなどがなかなか無く、就活の情報収集が難しかっ
たです。⾃分から連絡をとって動いてみることの⼤切さを痛感しました。就職
先の決め⼿は病院⾒学の際の雰囲気だったのですが、コロナの流⾏のなかでも
オンラインでなく実際に⾒学してその病院のスタッフの⽅との交流があったか
らこそ受験する気持ちになれました。将来的には地⽅の⼩規模な病院などでも
働きたいですが、⼀番最初に働くならば経験を積みたいと思い⼤学病院での就
職を決めました（6年⼥性）。

• 就職活動中、病院就職も検討したが中⼩規模の病院の多くはマイナビ等の就職
サイトに掲載されておらず、1つ1つ⽐較するのが⼤変だった。そのため、うま
くアプローチできないこともあった（6年男性）。

• 病院の募集要項や薬剤部の活動内容等の情報開⽰が病院によってまちまちであ
ると感じ、選択しにくい（5年⼥性）。

• 病院の就活について公開されている情報が薬局などと⽐較すると少ないので、
まとまった情報が得られる就活サイトなどがあると便利だと感じている（5年
男性）。

• オンラインによる合同説明会やインターンシップの開催をコロナが終息後も継
続してほしいです。在住地から遠⽅へ気軽にインターンシップに参加すること
ができ様々な特⾊を知ることができました（6年⼥性）。

• 実務実習が進路決定に与える影響は⼤きいと思う（6年男性）。
• 実務実習が4期のため、ほかの期間に実習している⽅より就職活動に遅れが出
たり、就職活動が雑になってしまうのが不安（5年⼥性）。
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